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特定空家等への認定について 

1. 目的 

 これまで本市では、空き家の苦情を受けた場合、現地を調査し、所有者等を特定のう

え、空家等対策の推進に関する特別措置法（以下、「空家法」という。）第 12 条（所有者

等による空家等の適切な管理の促進）に基づき、空き家の不良状態を所有者へ情報提供

し、具体的な対応を助言することによって、解決に導いてきました。しかし、この助言

を一定期間行ってもなお対応がなされず、かつ市民への影響が大きいものについては、

特定空家等へ認定し、対応レベルをより高くする（空家法第 14 条に基づく措置の対象）

必要があると考えます。 

 特定空家等への認定は市長が行い、協議会の同意を要するものではありません。しか

し、空家法第 14 条の措置には、勧告による固定資産税の住宅用地特例の除外、命令に

よる違反した場合の過料、行政代執行といった「不利益行為」が含まれることから、慎

重な判断が必要です。そのため、これまでの経過・指導内容について協議会の皆様に共

通認識を持っていただき、特定空家等に認定にすることについて広く意見を頂くことを

目的としています。 

○空家等対策の推進に関する特別措置法 (平成 26 年法律第 127 号) 

 

2. 特定空家等とは 

○空家等対策の推進に関する特別措置法 (平成 26 年法律第 127 号) 

○空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針 

資料５－１ 

(定義) 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その

他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地(立木その他の土地に定着する物

を含む。)をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

2 この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる

おそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていない

ことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置する

ことが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

(所有者等による空家等の適切な管理の促進) 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、

情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 
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（平成 27 年２月 26 日付け総務省・国土交通省告示第１号） 

 

○「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドラ

イン）資料５－２参照 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

３ 空家等の実態把握 

（略）また、空家等のうち、「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある

状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著

しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切

である状態にあると認められる」もの（法第２条第２項）については「特定空家等」に該当する

こととなるが、どのような空家等が「特定空家等」に該当するか否かを判断する際に参考となる

基準等については、国土交通大臣及び総務大臣がガイドラインにおいて別途定めることとしてい

る。 

第２章 「特定空家等に対する措置」を講ずるに際して参考となる事項 

「特定空家等に対する措置」を講ずるに際しては、空家等の物的状態が第１章１．の(ｲ)～(ﾆ)の

各状態であるか否かを判断するとともに、当該空家等がもたらす周辺への悪影響の程度等につい

て考慮する必要がある。 

また、「特定空家等」は将来の蓋然性を含む概念であり、必ずしも定量的な基準により一律に

判断することはなじまない。「特定空家等に対する措置」を講ずるか否かについては、下記（１）

を参考に「特定空家等」と認められる空家等に関し、下記（２）及び（３）に示す事項を勘案し

て、総合的に判断されるべきものである。なお、その際、法第７条に基づく協議会等において学

識経験者等の意見を聞くことも考えられる。 

 

（１）「特定空家等」の判断の参考となる基準 

空家等の物的状態が第１章１．の(ｲ)～(ﾆ)の各状態であるか否かの判断に際して参考となる基

準について、〔別紙１〕～〔別紙４〕に示す。 

なお、第１章１．の(ｲ)又は(ﾛ)の「おそれのある状態」については、そのまま放置した場合の悪

影響が社会通念上予見可能な状態を指すものであって、実現性に乏しい可能性まで含む概念では

ないことに留意されたい。また、第１章１．の(ｲ)～(ﾆ)に示す状態は、例えば外壁が腐朽して脱落

することにより保安上危険となるおそれのある空家等が地域の良好な景観を阻害している場合

のように、一件の「特定空家等」について複数の状態が認められることもあり得る。 

 

（２）周辺の建築物や通行人等に対し悪影響をもたらすおそれがあるか否か 

「特定空家等」が現にもたらしている、又はそのまま放置した場合に予見される悪影響の範囲

内に、周辺の建築物や通行人等が存在し、又は通行し得て被害を受ける状況にあるか否か等によ

り判断する。その際の判断基準は一律とする必要はなく、当該空家等の立地環境等地域の特性に 
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3. 特定空家等の判断基準 

○「特定空家等」と判断するための判定基準（平成 28 年 11 月 静岡県空き家等対策市

町連絡会議 特定空家部会）を参照する。資料５－３参照 

 

 

 

 

 

応じて、悪影響が及ぶ範囲を適宜判断することとなる。例えば、倒壊のおそれのある空家等が狭

小な敷地の密集市街地に位置している場合や通行量の多い主要な道路の沿道に位置している場

合等は、倒壊した場合に隣接する建築物や通行人等に被害が及びやすく、「特定空家等」として

措置を講ずる必要性が高くなることが考えられる。 

 

（３）悪影響の程度と危険等の切迫性 

「特定空家等」が現にもたらしている、又はそのまま放置した場合に予見される悪影響が周辺

の建築物や通行人等にも及ぶと判断された場合に、その悪影響の程度が社会通念上許容される範

囲を超えるか否か、またもたらされる危険等について切迫性が高いか否か等により判断する。そ

の際の判断基準は一律とする必要はなく、気候条件等地域の実情に応じて、悪影響の程度や危険

等の切迫性を適宜判断することとなる。例えば、樹木が繁茂し景観を阻害している空家等が、景

観保全に係るルールが定められている地区内に位置する場合や、老朽化した空家等が、大雪や台

風等の影響を受けやすい地域に位置する場合等は、「特定空家等」として措置を講ずる必要性が

高くなることが考えられる。 

はじめに 

（略）ガイドラインでは、特定空家等の判断の基準や手続き等について参考となる一般的な考

え方が示されましたが、市町が「特定空家等」に対する措置を講じていくためには、それぞれの

地域の実情を反映した固有の判断基準を定める必要があります。 

本書は、「静岡県空き家等対策市町連絡会議（特定空家部会）」において、ガイドラインを補完

する目的で作成されたもので、ガイドラインに示された調査項目ごとに判定すべき調査上の目安

を示すことで建物等の状態の区分を容易にしました。「特定空家等」の判断にあたっては、対象

となる建物等の状態を３段階に分けて判定し、その状態と敷地内の状況に起因する周辺への影響

の度合いを、総合的に勘案して評価する手法を採用しています。 

各調査項目等では、建築の専門知識を持たない職員でも客観的な判定ができるように、写真や

図解を具体例として多数掲載しておりますので、本書を特定空家の判定の際の手助けとして、有

効に活用していただきたいと思います。 

（略） 
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チェックシートの記入方法 

（１）建物等の状態の判定 

・調査項目ごとに、建物等の状態を３つのランクで判定する。 

（[別紙１]の場合、Ｌ１：小破、Ｌ２：中破、Ｌ３：大破） 

・調査項目に対して、複数の個所で異なった状態が確認された場合は、最も低いランク判定結果

を採用する。 

・調査項目に対して、記載されている建物等の状態に該当せず、損傷がない又は損傷の程度が小

さい場合や有害となる恐れのある状態等が見られない場合はＬ１とする。 

 

（２）周辺への影響の判定 

・現地調査等に基づき、周辺の建築物や通行人等に対し悪影響を及ぼす可能性、危険度及び切迫

性等を勘案するほか、近隣住民からの苦情等についても考慮して判定する。 

（○：ほとんど影響がない、△：影響がある、×：相当の影響がある） 
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３－④特定空家等の認定および措置 

市は、Ｃランク（特定空家等）に分類された空家等のうち、特に認定・措置の必要性が高

いものについて、立入調査のうえ「特定空家等」に該当するか否かについて協議会に諮り、

その意見を参考に市長が特定空家等の認定を判断します。 

 認定後は空家法 14 条に基づく措置を、空家等の所有者等の全員（所有者等が死亡し、相

続登記されていない場合は、法定相続人全員）に対して行いますが、強い公権力の行使を伴

う行為が含まれるため、透明性及び適正性を確保するため協議会の意見を参考にします。 

措置に係る具体的な手続きや様式等は、「「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施

を図るために必要な指針（ガイドライン）」を参考とします。なお、協議の過程で個人情報

が外部に漏えいすることのないよう細心の注意を払います。 

 

■ 特定空家等に対する措置の流れ 

 

 

  

空家等対策 

協議会 

意見 

略式代執行 

＜空家法第 14条第 10 項＞ 

※所有者等が確知できない場合

は費用徴収不可 

相当の猶予期限をつけて必要な措置を勧告 

＜空家法第 14条第２項＞ 

相当の猶予期限をつけて勧告に係る措置を命令

＜空家法第 14条第３項＞ 

行政代執行 

＜空家法第 14条第９項＞ 

※所有者等から費用徴収 

命令を履行しないとき、履行しても十分

でないと又は履行しても期限までに完了

する見込みがないとき 

意見書等の提出の機会・公開による意見の聴取 

＜空家法第 14条第４項～８項＞ 

固定資産税等の 

住宅用地特例除外 

なお当該特定空家等の状態が改善されない

と認めるとき 

※違反した場合、

過料（50 万円以下） 

所有者が措置を講ずる

権原がないとき 

場合 

空家等対策 

協議会 

意見 

※拒否した場合、

過料（20 万円以下） 

立入調査の実施（５日前までに通知、身分証携帯） 

（市職員等）＜空家法第９条第２項～４項＞ 

特定空家等の認定（市長） 

所有者等全員へ必要な措置の助言又は指導 

＜空家法第 14条第１項＞ 

過失がなくて所

有者等を確知 

できないとき 

空家等対策 

協議会 

意見 

空家等対策 

協議会 

意見 正当な事由なくてその勧告の措置に係る措

置をとらなかった場合において、特に必要

があると認めるとき 
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